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岐阜県内の原子力機構施設でのウラン残土煉瓦の使用を認めないでください
　私たちは日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」とします）の超深地層研究所（以下、「研究所」とします）建設のために長年地表及び地下調査が続けられ、調査のデータが蓄積している研究所の隣接地域が高レベル放射性廃棄物の処分場になる可能性が高いと考えて、研究所の建設に反対している県内の住民団体です。
  原子力機構は2006年4月13日、鳥取県湯梨浜町方面のウラン残土を同県内三朝町の県有地で煉瓦に加工し、原子力機構の各施設で使用するとの計画を発表しました。
   原子力機構がウラン残土を方面から撤去するのは当然であり、長年ウラン残土の放射線の影響におびえ、撤去のために闘ってきた方面の方々を祝福します。
　しかしウラン残土煉瓦を岐阜県内の原子力機構施設で使用することには反対します。
　研究所の用地内に堆積させているウラン残土は、用地返還時に立坑の埋め戻しに使うと説明していますが、用地返還の時期は「未定」です。研究所には終了の規定がありません。高レベル放射性廃棄物地層処分という超長期に関わる研究であることを考えれば、私たちの世代で埋め戻される可能性は低いと考えています。だからこそ岐阜県は立坑掘削によるウラン残土の放射線の影響が低減されるよう、覆土の状況や放射線の状況を監視しているものと私たちは受け止めています。
  こうした状況の中で、原子力機構自身が「鉱帯部分」と名付けたウラン残土（地表面で0.3μsv/hを基準として分離させた残土で2.6msv/年は、一般人の線量限度1msv/年を超えている。）の煉瓦を県内の原子力機構施設内に敷き詰められるのは耐え難いことです。
  煉瓦に加工しても、煉瓦を廃棄しても半減期45億年のウランはなくなりません。煉瓦に加工することでウラン残土であることを忘れさせ、小分けして生活圏内に持ち込ませ、人の接近する機会が増え、移動させたり無造作に廃棄する可能性を高め、ウラン残土の拡散と危険の拡散に他ならないと考えます。
   以上により岐阜県内にある原子力機構の施設内でウラン残土煉瓦の使用を認めないことを原子力機構に伝えてくださるよう要望いたします。
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